
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 高知県 南国市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
経常収支比率について：経常収支比率合計では、ほぼ類似団体の平均値となっているが、内容を見てみると、大きく数値を押し
上げているものが公債費である。公債費については、国体関連施設やオフィスパーク、一般廃棄物処理施設、消防庁舎といっ
た大型普通建設事業が集中し、その償還が大きく影響している。しかし、こういった事業に係る償還が終了していくことから、公
債費は平成18年度をピークに減少傾向にあり、また補償金免除公的資金の繰上償還の実施により、減少傾向がさらに加速す
ることからも、今後は類似団体平均に近づいていくと思われる。扶助費については、高齢化の進展等に伴い増加していく傾向に
あるため、今後も類似団体平均を上回って推移することが予想される。人件費は職員数の削減や平成18年度は給与カットを
行ったことにより、物件費・補助費等については徹底した事務事業の見直し、経常的な事務的経費の削減を行ったことにより、
それぞれ類似団体平均を大きく下回っている。今後も地方財政計画の行方を見守りながら、中期財政収支ビジョンの見直しを行
い、また集中改革プランを確実に実行していくことにより、総人件費、事務的経費の抑制を図り、普通建設事業の適正な実施に
努め、健全な財政運営に努める。
人件費について：本市では、地財ショックのあった平成16年度に平成18年度までの財政健全化計画を策定し、平成17年度から
職員給与のカットを行い、また平成17年度に策定された集中改革プランにおいても、職員数の削減を図り、総人件費の圧縮に
努めてきたことにより、人件費の決算額については類似団体平均を下回っている。ラスパイレス指数に関しても、国に準拠した
給与制度の適正な実施に努めることにより、類似団体平均を下回った数値となっている。職員数に関しては、上述した職員数の
削減を図ってきたことにより、ほぼ類似団体の平均となっているが、今後集中改革プランの確実な実行により、定員管理の適正
化を図っていく。
公債費について：平成14年度に行われた高知国体関連施設やオフィスパーク、平成11～13年度にかけて建設された一般廃棄
物処理施設、平成13～15年度にかけて建設された消防庁舎といった大型普通建設事業が集中し、その償還が大きく影響し、実
質公債費比率を上昇させている。しかし、単年度で見ると平成18年度をピークに減少傾向となっており、中期財政収支ビジョン
や公債費負担適正化計画に基づく普通建設事業の抑制・平準化を行うことにより、3カ年平均でも平成20年度をピークに減少し
ていき、また補償金免除公的資金の繰上償還の実施や中期財政収支ビジョンや公債費負担適正化計画の確実な実行により、
早期に改善するように今後も努めていく。
普通建設事業について：平成16年度の地財ショック以降普通建設事業の抑制に努めており、人口1人当たりの決算額の推移も
平成16年度以降は類似団体を大きく下回っている。今後も公債費の動向を踏まえて、中期財政収支ビジョンの見直しを行い、普
通建設事業費の抑制・平準化を図り、財政の健全性の確保に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,871,157 76,676 77,107 ▲ 0.6
賃金（物件費） 160,373 3,177 3,450 ▲ 7.9
一部事務組合負担金（補助費等） 53,608 1,062 6,449 ▲ 83.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 707 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 3 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 136,245 2,699 2,833 ▲ 4.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 25,247 500 1,730 ▲ 71.1
▲退職金 ▲ 508,079 ▲ 10,064 ▲ 8,460 19.0
合計 3,738,551 74,050 83,819 ▲ 11.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.18 8.20 ▲ 0.02
ラスパイレス指数 96.4 97.3 ▲ 0.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 3,748,203 74,241 46,879 58.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 19 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 253,550 5,022 12,453 ▲ 59.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 189,080 3,745 4,468 ▲ 16.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 18,852 373 1,748 ▲ 78.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 21 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 2,190,355 ▲ 43,385 ▲ 34,112 27.2

合計 2,019,330 39,997 31,475 27.1

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 高知県 南国市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

3,051,314 60,664 ▲ 51.8 72,013 ▲ 5.6 ▲ 46.2

うち単独分 2,122,334 42,194 ▲ 32.9 47,475 ▲ 7.0 ▲ 25.9

2,777,485 55,002 ▲ 9.3 65,493 ▲ 9.1 ▲ 0.2

うち単独分 2,168,337 42,939 1.8 47,842 0.8 1.0

1,627,330 32,288 ▲ 41.3 91,991 40.5 ▲ 81.8

うち単独分 1,207,607 23,960 ▲ 44.2 54,171 13.2 ▲ 57.4

1,355,838 26,808 ▲ 17.0 70,563 ▲ 23.3 6.3

うち単独分 1,047,777 20,717 ▲ 13.5 38,225 ▲ 29.4 15.9

1,406,134 27,851 3.9 52,453 ▲ 25.7 29.6

うち単独分 1,008,428 19,974 ▲ 3.6 30,509 ▲ 20.2 16.6

過去５年間平均 2,043,620 40,523 ▲ 23.1 70,503 ▲ 4.6 ▲ 18.5

うち単独分 1,510,897 29,957 ▲ 18.5 43,644 ▲ 8.5 ▲ 10.0
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